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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内視鏡スコープの挿入部に装着される装着部分を有し、前記装着部分が領域分割されて
少なくとも複数の感圧領域を備えており、前記複数の感圧領域が分断されて連続せずにそ
れぞれの前記感圧領域が独立して動作するように構成されてなる圧力センサと、
　前記内視鏡スコープへの局所的な加圧についての前記複数の感圧領域での検知結果を基
に、前記内視鏡スコープへの加圧状態の方向性を判別し得る態様で前記圧力センサによる
加圧検知結果を報知する報知制御部と、
　を備え、
　前記圧力センサにおける前記装着部分は、前記感圧領域に加えて非感圧領域を備えてお
り、
　前記感圧領域は、加圧により電気的特性が変化する感圧部材を用いて加圧検知を行うよ
うに構成されており、
　前記非感圧領域は、当該非感圧領域を挟んで隣り合う前記感圧領域同士を連結するとと
もに、当該非感圧領域が一方向への伸縮を吸収する緩みを有した連結形状に形成されてお
り、前記連結形状により各領域の並び方向に伸縮性を有して構成されている
　内視鏡用センサシステム。
【請求項２】
　前記報知制御部は、表示出力、音出力若しくは振動出力のいずれか一つ、またはこれら
複数の組み合わせによって、報知を行うように構成されている
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　請求項１に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項３】
　前記報知制御部は、
　前記圧力センサからの加圧検知信号を受け取って処理するとともに、前記内視鏡スコー
プで撮像された画像データを受け取って処理する制御ボックス部と、
　前記制御ボックス部での処理内容に従いつつ、前記内視鏡スコープでの撮像画像と関連
付けて、前記圧力センサによる加圧検知結果を表示出力するモニタ部と、
　を備える請求項１または２に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項４】
　前記モニタ部は、少なくとも前記内視鏡スコープの上下各アングル方向に対応する二つ
の表示出力領域を有しており、前記二つの表示出力領域が前記上下各アングル方向の加圧
検知結果を個別に表示出力するように構成されている
　請求項３に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項５】
　前記モニタ部は、前記二つの表示出力領域に加えて、少なくとも前記内視鏡スコープの
左右各アングル方向に対応する二つの表示出力領域を有しており、合わせて四つの表示出
力領域が各アングル方向の加圧検知結果を個別に表示出力するように構成されている
　請求項４に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項６】
　前記四つの表示出力領域は、前記内視鏡スコープでの撮像画像を表示出力する表示画面
上に配置されている
　請求項５に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項７】
　前記報知制御部は、前記圧力センサによる加圧検知結果を当該圧力センサが検知した加
圧量に応じて段階的に報知するように構成されている
　請求項１から６のいずれか１項に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項８】
　前記報知制御部は、前記圧力センサによる加圧検知結果についての段階的な報知を、少
なくとも三つの段階に区分けして行うように構成されている
　請求項７に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項９】
　各段階を区分けする加圧量の幅が、一つの段階あたり、０．２９Ｎ以上３０Ｎ以下に設
定されている段階を含む
　請求項７または８に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項１０】
　各段階を区分けする加圧量の幅が、一つの段階あたり、０．３９Ｎ以上１．９６Ｎ以下
に設定されている段階を含む
　請求項７または８に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項１１】
　各段階を区分けする加圧量の幅が、一つの段階あたり、０．３９Ｎ以上０．５９Ｎ以下
に設定されている段階を含む
　請求項７または８に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項１２】
　各段階を区分けする加圧量の幅が、一つの段階あたり、０．３９Ｎ以上０．５９Ｎ以下
に設定されている段階と、０．８８Ｎ以上１．０８Ｎ以下に設定されている段階とを含み
、これらの各段階が混在する
　請求項７または８に記載の内視鏡用センサシステム。
【請求項１３】
　各段階を区分けする加圧量の幅が、当該各段階のそれぞれで個別に設定されている
　請求項７から１２のいずれか１項に記載の内視鏡用センサシステム。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、手術用器具の一つである内視鏡スコープに用いられる内視鏡用センサシステ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、手術用器具の一つとして、消化器系の内視鏡検査に用いられる内視鏡スコープが
知られている。内視鏡スコープについては、被術者（内視鏡検査の被検者）の体内に挿入
される挿入部に圧力センサを装着して、その挿入部に加わる外力を圧力センサにより検知
することで、内視鏡スコープによる腸管穿孔等を回避可能にすることが提案されている（
例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１２／１５３７０３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　内視鏡スコープの挿入部に加わる外力を圧力センサで検知する場合には、その圧力セン
サによる加圧検知結果を、内視鏡検査の術者（内視鏡スコープの操作者）に効果的に伝え
る必要性がある。例えば、圧力センサにより検知された圧力値をそのまま数値で内視鏡ス
コープの操作者に提示しても、操作者は主として内視鏡スコープで撮像された画像に注視
しながら操作を行うため、必ずしも操作者に対する注意喚起効果が有効に得られるとは限
らない。注意喚起効果を高めるためには、特に腸管穿孔等を回避することを想定すると、
内視鏡スコープの挿入部の先端をどの方向に進めればよいか（またはどの方向に進めては
ならないか）を容易に判別可能にして、操作者にとってのナビゲーションとして機能させ
るようにすることが考えられる。
【０００５】
　そこで、本発明は、内視鏡スコープへの加圧状態の方向性を操作者が直感的に判別する
ことができる内視鏡用センサシステムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上記目的を達成するために案出されたものである。
　本発明の一態様は、
　内視鏡スコープの挿入部に装着される装着部分を有し、前記装着部分が領域分割されて
少なくとも複数の感圧領域を備えており、前記複数の感圧領域が分断されて連続せずにそ
れぞれの前記感圧領域が独立して動作するように構成されてなる圧力センサと、
　前記内視鏡スコープへの局所的な加圧についての前記複数の感圧領域での検知結果を基
に、前記内視鏡スコープへの加圧状態の方向性を判別し得る態様で前記圧力センサによる
加圧検知結果を報知する報知制御部と、
　を備える内視鏡用センサシステムである。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、内視鏡スコープへの加圧状態の方向性を操作者が直感的に判別するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明に係る内視鏡用センサシステムを含むシステム全体の概略構成例を模式的
に示す説明図である。
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【図２】内視鏡スコープの概略構成例を模式的に示す説明図である。
【図３】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける圧力センサの一構成例を模式的に
示す説明図（その１）であり、基本的な構成例を示す図である。
【図４】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける圧力センサの一構成例を模式的に
示す説明図（その２）であり、圧力感応部の構成例を示す図である。
【図５】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける圧力センサの一構成例の基本的な
製造手順を示す説明図である。
【図６】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける圧力センサの一構成例を模式的に
示す説明図（その３）であり、感圧部材の領域分割の構成例を示す図である。
【図７】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける圧力センサの一構成例について領
域分割を行う場合の製造手順を示す説明図（その１）である。
【図８】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける圧力センサの一構成例について領
域分割を行う場合の製造手順を示す説明図（その２）である。
【図９】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける圧力センサの一構成例について領
域分割を行う場合の製造手順を示す説明図（その３）である。
【図１０】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける制御ボックス部の機能構成例を
示すブロック図である。
【図１１】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける制御ボックス部のデータ記憶手
段が記憶保持するデータの第一具体例を示す説明図である。
【図１２】本発明に係る内視鏡用センサシステムにおける制御ボックス部のデータ記憶手
段が記憶保持するデータの第二具体例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、図面に基づき本発明に係る内視鏡用センサシステムについて説明する。
【００１０】
（１）システム全体の構成
　先ず、本発明が適用されるシステム全体の構成について説明する。
　図１は、本発明に係る内視鏡用センサシステムを含むシステム全体の概略構成例を模式
的に示す説明図である。
【００１１】
（システム全体）
　本実施形態で説明するシステムは、大別すると、内視鏡システム１と、内視鏡用センサ
システム２と、を備えて構成されている。
【００１２】
　本実施形態では、これらの各システム１，２のうち、内視鏡用センサシステム２に大き
な特徴がある。内視鏡システム１については、公知の構成のものを利用し得る。
【００１３】
　以下、これらの各システム１，２の構成について、順に詳しく説明する。
【００１４】
（２）内視鏡システムの構成
　先ず、内視鏡システム１の構成について説明する。ここでは、大腸内を撮像するように
構成されたものを例に挙げて説明する。
【００１５】
（内視鏡システム）
　内視鏡システム１は、内視鏡スコープ１１と、制御本体部１２と、モニタ部（以下「第
一モニタ部」という。）１３と、ＤＶＤレコーダ１４と、を備えて構成されている。そし
て、制御本体部１２には、内視鏡スコープ１１、第一モニタ部１３およびＤＶＤレコーダ
１４のそれぞれが、インタフェースケーブルを介して電気的に接続されている。
【００１６】
（内視鏡スコープ）
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　内視鏡スコープ１１は、手術用器具の一つとして大腸内の内視鏡検査に用いられるもの
である。
　図２は、内視鏡スコープの概略構成例を模式的に示す説明図である。
　図例のように、内視鏡スコープ１１は、被術者（内視鏡検査の被検者）の体内に挿入さ
れる挿入部１１１と、挿入部１１１の屈曲操作等を術者（内視鏡スコープ１１の操作者）
が行うための操作部１１２と、を備えている。また、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１
には、詳細を後述するように、圧力センサ２１が装着されている。
【００１７】
　挿入部１１１は、樹脂材料からなる外皮によって被覆された長尺管状のもので、その先
端側から先端部１１１ａ、湾曲部１１１ｂおよび軟性部１１１ｃが順に配されて構成され
ている。具体的には、挿入部１１１は、例えば、６～１３ｍｍ程度の管外周径を有し、先
端から５０ｍｍ程度までの範囲に先端部１１１ａが配され、さらにそこから５０～１００
ｍｍ程度までの範囲に湾曲部１１１ｂが配され、全長が１０００ｍｍ程度となるように構
成されたものが一般的である。
【００１８】
　先端部１１１ａの端面には、少なくとも投光部および画像取得部（ただし、いずれも不
図示）が設けられている。そして、投光部から照射した光が腸壁で反射され、その反射光
を画像取得部で受光することにより、腸内画像を取得するように構成されている。投光部
としては、制御本体部１２の光源からの光を導くように挿入部１１１内に配されたライト
ガイドや、先端部１１１ａに配された発光素子（例えばＬＥＤ）等、の公知の構成を使用
し得る。また、画像取得部の構成は、特に限定されないが、先端部１１１ａに設けられた
対物レンズで腸壁からの反射光を集光し、この光を対物レンズの結像位置に配置された撮
像素子（例えばＣＣＤ）によって受光し、そこで得られた画像信号を挿入部１１１内に設
けられた信号線を通じて制御本体部１２に送る構成のものが一例として挙げられる。なお
、先端部１１１ａの端面には、投光部および画像取得部の他に、処置具の出し入れと吸引
口を兼ねた鉗子口（ただし不図示）や、水や空気を送り出すノズル（ただし不図示）等が
設けられていてもよい。
【００１９】
　湾曲部１１１ｂは、操作部１１２の操作に応じて屈曲するように構成された部分である
。さらに詳しくは、湾曲部１１１ｂは、その内部に間接コマ（ただし不図示）が配されて
いるとともに、その間接コマが挿入部１１１内を通るワイヤ（ただし不図示）によって操
作部１１２と連結されている。このような構成により、湾曲部１１１ｂは、操作部１１２
での操作内容に応じて、上アングル（いわゆる「アップアングル」と同義）方向、下アン
グル（いわゆる「ダウンアングル」と同義）方向、左アングル（いわゆる「レフトアング
ル」と同義）方向、および、右アングル（いわゆる「ライトアングル」と同義）方向の各
方向に屈曲し得るようになっている。また、屈曲する量（曲率）についても、操作部１１
２での操作内容次第で調整し得るようになっている。
【００２０】
　軟性部１１１ｃは、湾曲部１１１ｂに連なる部分で、信号線やワイヤ等を内包しつつ、
屈曲可能な柔軟性（可撓性）を有して構成されたものである。ただし、軟性部１１１ｃは
、操作部１１２の操作に応じて屈曲する湾曲部１１１ｂとは異なり、能動的な屈曲を実現
可能とする機能は有していない。すなわち、軟性部１１１ｃは、周囲の状況（例えば、大
腸の腸管形状）に応じて受動的に屈曲し得るものに過ぎない。
【００２１】
（制御本体部）
　また図１において、制御本体部１２は、例えばＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭ等を組み合わせ
て構成されたコンピュータ装置からなるもので、予めインストールされている所定プログ
ラムを実行することで、内視鏡スコープ１１を含む内視鏡システム１全体の動作制御を行
うものである。具体的には、制御本体部１２は、内視鏡スコープ１１の先端部１１１ａの
投光部から光を照射するように動作指示を与えたり、その先端部１１１ａの撮像素子で得
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られた画像信号を受け取って必要な画像処理や記録処理等を行ったりする。
【００２２】
（第一モニタ部）
　第一モニタ部１３は、例えば液晶ディスプレイ等の表示装置からなるもので、主として
内視鏡スコープ１１で取得された画像を内視鏡スコープ１１の操作者に対して表示出力す
るものである。
【００２３】
（ＤＶＤレコーダ）
　ＤＶＤレコーダ１４は、例えばＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓ
ｃ）の記録再生装置からなるもので、主として内視鏡スコープ１１で取得された画像を必
要に応じて記録媒体であるＤＶＤに記録するものである。なお、記録媒体は、画像を記録
可能なものであれば、ＤＶＤ以外のものであっても構わない。また、ＤＶＤレコーダ１４
は、必須の構成ではなく、内視鏡システム１が備えていない場合もあり得る。
【００２４】
（内視鏡システムの使用態様）
　ここで、以上のような構成の内視鏡システム１の使用態様について簡単に説明する。
【００２５】
　内視鏡システム１は、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１を被術者（内視鏡検査の被検
者）の体内（具体的には腸管内）に挿入して使用する。挿入部１１１の挿入は、例えば、
被術者の肛門から大腸へ向けて行う。このとき、大腸や小腸等は屈曲した複雑な管路形状
を有しているため、挿入部１１１の挿入にあたり、術者（内視鏡スコープ１１の操作者）
は、必要に応じて内視鏡スコープ１１の操作部１１２を操作して挿入部１１１の湾曲部１
１１ｂを屈曲させながら、挿入部１１１の押し込み操作を行う。
【００２６】
　ただし、挿入部１１１の押し込み操作を行う場合には、その挿入部１１１が体内組織（
具体的には、例えば腸壁）と接触してしまうおそれがある。挿入部１１１と腸壁等との接
触は、場合によっては腸管穿孔に繋がる可能性があり、その発生を未然に回避すべきであ
る。
　しかしながら、腸壁等との接触が発生し得る箇所は、挿入部１１１の先端部１１１ａで
撮像可能な領域範囲から外れていることが多く、術者の手に伝わる感触のみによって腸壁
等との接触の有無を判断することが非常に困難である。
【００２７】
　以上のことを鑑み、本実施形態で説明する内視鏡システム１については、内視鏡スコー
プ１１の挿入部１１１と腸壁等との接触を検知可能にするために、内視鏡用センサシステ
ム２が付随して用いられるように構成されている。
【００２８】
（３）内視鏡用センサシステムの構成
　次に、内視鏡用センサシステム２の構成について説明する。内視鏡用センサシステム２
は、上述した内視鏡システム１に付随して用いられるものである。
【００２９】
（内視鏡用センサシステム）
　内視鏡用センサシステム２は、圧力センサ２１と、報知制御部２２と、ポータブルレコ
ーダ２３と、を備えて構成されている。また、これらのうち、報知制御部２２は、制御ボ
ックス部２４と、モニタ部（以下「第二モニタ部」という。）２５と、を備えて構成され
ている。そして、制御ボックス部２４には、圧力センサ２１と第二モニタ部２５とが、イ
ンタフェースケーブルを介して電気的に接続されている。さらに、制御ボックス部２４は
、内視鏡システム１の第一モニタ部１３ともインタフェースケーブルを介して電気的に接
続するようになっている。また、第二モニタ部２５には、ポータブルレコーダ２３がイン
タフェースケーブルを介して電気的に接続されている。
【００３０】
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（圧力センサ）
　圧力センサ２１は、腸壁等の体内組織との接触による加圧を検知するものである。加圧
検知は、圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化する弾性体からなる
感圧部材を利用して行う。つまり、圧力センサ２１は、感圧部材の電気的特性の変化を利
用して、加圧による圧力値の大きさを電気信号として取り出すように構成されている。こ
のような構成で加圧検知を行えば、センサ大型化を抑制しつつ簡素な構成で必要十分な感
度や分解能等が得られるようになり、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１に装着する上で
非常に好適なものとなる。
【００３１】
　圧力センサ２１は、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１に装着されている。センサ装着
箇所としては、例えば、腸壁等の体内組織との接触が生じ易い先端部１１１ａが挙げられ
る。ただし、先端部１１１ａに限定されるものではなく、先端部１１１ａと合わせて、ま
たは先端部１１１ａに代えて、湾曲部１１１ｂや軟性部１１１ｃ等に装着されていてもよ
い。湾曲部１１１ｂや軟性部１１１ｃ等についても、体内組織との接触が生じ得るからで
ある。
　また、圧力センサ２１の挿入部１１１への装着は、管状の挿入部１１１の外周を囲うよ
うに圧力センサ２１を配した状態で行うことが考えられる。ただし、必ずしも挿入部１１
１の外周への装着に限定されるものではなく、柔軟性を有する外皮に被覆された挿入部１
１１の管内に包含されるように装着されたものであってもよい。
【００３２】
　なお、以下の説明では、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１の先端部１１１ａの外周を
囲うように圧力センサ２１が装着されている場合を例に挙げる。また、圧力センサ２１の
具体的な構成については、詳細を後述する。
【００３３】
（報知制御部）
　報知制御部２２は、圧力センサ２１による加圧検知結果を、内視鏡スコープ１１の操作
者に対して報知するものである。ただし、報知制御部２２は、操作者に対する報知を、内
視鏡スコープ１１への加圧状態の方向性を判別し得る態様で行うようになっている。ここ
で、「加圧状態の方向性を判別」とは、内視鏡スコープ１１に対して加圧があった場合に
、加圧された方向をわかるようにすること、または加圧を回避するための方向（すなわち
加圧検知の反対方向）をわかるようにすることを意味する。
【００３４】
　また、報知制御部２２は、表示（例えば光）出力、音出力若しくは振動出力のいずれか
一つ、またはこれら複数の組み合わせによって、報知を行うように構成されている。つま
り、報知制御部２２は、視覚によって認識できる画像または光の表示出力、聴覚によって
認識できる音出力、触覚によって認識できる振動出力、またはこれらを適宜組み合わせた
ものによって、操作者に対する報知を行うのである。より具体的には、液晶ディスプレイ
等の表示装置、ランプ、警報ブザー、バイブレーションシステム等を利用して、センサ検
知結果の出力を行うことが考えられる。
　なお、以下の説明では、表示出力と音出力とを組み合わせて行う場合を例に挙げる。
【００３５】
　また、報知制御部２２は、圧力センサ２１による加圧検知結果を、その圧力センサ２１
が検知した加圧量に応じて、段階的に報知するように構成されている。ここで、「段階的
」とは、複数の段階を踏まえることを意味する。つまり、報知制御部２２は、二つ以上の
段階を利用して報知を行うのである。
　より好ましくは、報知制御部２２は、圧力センサ２１による加圧検知結果についての段
階的な報知を、少なくとも三つの段階に区分けして行うように構成されている。具体的に
は、例えば三段階～六段階のいずれか、より好適には四段階に区分けして、センサ検知結
果の出力を行うことが考えられる。
　なお、センサ検知結果の段階的な報知に関しては、その詳細を後述する。
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【００３６】
　以上のような報知を行うために、報知制御部２２は、制御ボックス部２４と、第二モニ
タ部２５と、を備えて構成されている。
【００３７】
（制御ボックス部）
　制御ボックス部２４は、例えばＣＰＵ、ＲＡＭ、ＲＯＭ等を組み合わせて構成されたコ
ンピュータ装置からなるもので、予めインストールされている所定プログラムを実行する
ことで、操作者に対する報知内容を制御するものである。具体的には、制御ボックス部２
４は、圧力センサ２１からの加圧検知信号を受け取って処理するとともに、内視鏡スコー
プ１１で撮像された画像データを第一モニタ部１３から受け取って処理することで、圧力
センサ２１に対する加圧量および加圧位置やその加圧状態の方向性等を認識して、第二モ
ニタ部２５における表示出力内容を決定し、その決定した内容による表示出力を第二モニ
タ部２５に指示するように構成されている。さらに、制御ボックス部２４は、圧力センサ
２１による加圧検知結果について、第二モニタ部２５での表示出力に加えて、図示しない
スピーカ装置を用いて音による出力を行うように構成されている。
【００３８】
（第二モニタ部）
　第二モニタ部２５は、例えば液晶ディスプレイ等の表示装置からなるもので、制御ボッ
クス部２４での処理内容に従いつつ、内視鏡スコープ１１での撮像画像と関連付けて、圧
力センサ２１による加圧検知結果を表示出力するものである。ここで、「撮像画像と関連
付け」とは、撮像画像に対する加圧方向がわかるように、撮像画像と加圧方向との関係を
明確化することを意味する。このように関連付けられた出力結果を参照することで、内視
鏡スコープ１１の操作者は、内視鏡スコープ１１への加圧状態の方向性を判別し得るよう
になる。
【００３９】
　かかる態様の表示出力を行うために、第二モニタ部２５は、内視鏡スコープ１１での撮
像画像を出力する画像領域２５ａと、その画像領域２５ａの周囲に配された複数の表示出
力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅとを有している。各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ
，２５ｄ，２５ｅは、いずれも、圧力センサ２１による加圧検知結果を出力するためのも
のであり、段階的な報知に対応し得るものである。
【００４０】
　具体的には、第二モニタ部２５は、少なくとも内視鏡スコープ１１の上下各アングル方
向に対応する二つの表示出力領域２５ｂ，２５ｃを有するとともに、これら二つの表示出
力領域２５ｂ，２５ｃが画像領域２５ａの上方側と下方側のそれぞれに分けて配されてお
り、これら二つの表示出力領域２５ｂ，２５ｃが上下各アングル方向の加圧検知結果を個
別に表示出力するように構成されている。
　さらに詳しくは、第二モニタ部２５は、上述した二つの表示出力領域２５ｂ，２５ｃに
加えて、少なくとも内視鏡スコープ１１の左右各アングル方向に対応する二つの表示出力
領域２５ｄ，２５ｅを有するとともに、これら二つの表示出力領域２５ｄ，２５ｅが画像
領域２５ａの左方側と右方側のそれぞれに分けて配されており、合わせて四つの表示出力
領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅが各アングル方向の加圧検知結果を個別に表示出力
するように構成されている。
【００４１】
　これらの各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅは、第二モニタ部２５が有す
る表示画面２５ｆ上に配置されている。つまり、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ
，２５ｅは、内視鏡スコープ１１での撮像画像を表示出力する画像領域２５ａと同一画面
上に配置されたものである。したがって、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５
ｅは、第二モニタ部２５における表示出力機能を利用して構成されることになる。
【００４２】
　なお、ここでは、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅが第二モニタ部２５
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の表示画面２５ｆ上に配置される場合を例に挙げるが、必ずしもこれに限定されることは
なく、例えば表示画面２５ｆの周囲にＬＥＤパネル等の表示出力装置を付設することによ
って各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅを実現することも考えられる。
【００４３】
　また、ここでは、内視鏡システム１における第一モニタ部１３とは別に、内視鏡用セン
サシステム２が個別に第二モニタ部２５を備える場合を例に挙げるが、第一モニタ部１３
と第二モニタ部２５とは、一つのモニタ部で兼用されるものであってもよい。つまり、画
像領域２５ａおよび各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅは、第一モニタ部１
３において実現されるものであってもよい。また、第一モニタ部１３と第二モニタ部２５
に加えて、さらに他のモニタ部を備えて構成されていてもよく、その場合には多数人で内
視鏡スコープ１１での撮像画像や圧力センサ２１による加圧検知結果等を観察し得るよう
になる。
【００４４】
（ポータブルレコーダ）
　ポータブルレコーダ２３は、例えば小型デジタル録画機からなるもので、主として内視
鏡スコープ１１での撮像画像と圧力センサ２１による加圧検知結果とを関連付けた状態で
必要に応じて内蔵された半導体メモリに記録するものである。なお、記録は、画像等を記
録可能であれば、半導体メモリ以外のものを利用して行っても構わない。また、ポータブ
ルレコーダ２３は、必須の構成ではなく、内視鏡用センサシステム２が備えていない場合
もあり得る。
【００４５】
（４）圧力センサの一具体例
　次に、内視鏡用センサシステム２を構成する圧力センサ２１の一具体例について説明す
る。ここでは、圧力センサ２１の一具体例として、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１の
先端部１１１ａの外周を囲うように装着されるものを例に挙げる。
【００４６】
（圧力センサの基本的な構成例）
　図３および図４は、圧力センサの一構成例を模式的に示す説明図である。
【００４７】
　図３に示すように、圧力センサ２１は、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１における被
検出箇所（体内組織との接触を検知すべき箇所）に装着される装着部分２１ａと、その装
着部分２１ａから挿入部１１１に沿って制御本体部１２まで延びる信号線２１ｂと、を有
して構成されている。
【００４８】
（装着部分の構成）
　装着部分２１ａは、加圧を検知するための圧力感応部（ただし不図示）を備えつつ、挿
入部１１１の被検出箇所である先端部１１１ａに装着されるように構成された部分であり
、さらに詳しくは、先端部１１１ａの外周を全周にわたって囲う環状に形成された部分で
ある。なお、ここでいう「環状」とは、圧力感応部が全周にわたって連続している必要は
なく、圧力感応部以外の構成部品も含めて装着部分２１ａが環状であれば、圧力感応部が
周方向に分断されているような構成も含む。以下、環状に形成された装着部分２１ａのこ
とを単に「環状部分」という。
【００４９】
　環状部分２１ａは、当該環状部分２１ａが備える圧力感応部により外部からの加圧検知
を行う。ただし、圧力感応部は、その周方向において複数の加圧検知領域に分割されてお
り、各加圧検知領域が個別に外部からの加圧検知を行い得るように構成されている。具体
的には、圧力感応部は、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１の上アングル方向（図中にお
ける矢印Ａ参照）に対応する加圧検知領域と、下アングル方向（図中における矢印Ｂ参照
）に対応する加圧検知領域と、左アングル方向（図中における矢印Ｃ参照）に対応する加
圧検知領域と、右アングル方向（図中における矢印Ｄ参照）に対応する加圧検知領域との
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、少なくとも四つの加圧検知領域に分割されているものとする。なお、各加圧検知領域の
位置と挿入部１１１の各アングル方向とは、挿入部１１１への環状部分２１ａの装着後に
おいては、互いの関係が固定的であるものとする。
【００５０】
　加圧検知領域の分割数は、上述したように上下左右の各アングル方向に対応する四つで
あれば、第二モニタ部２５における各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅの数
と同数となり、当該各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅのそれぞれに個別に
対応し得るようになる。ただし、加圧検知領域の分割数は、四つ以上（例えば、十二分割
）であってもよい。領域分割数が増えれば、検知可能な加圧の方向性についての分解能を
高くすることができる。その一方で、分解能を抑えれば、信号線２１ｂの数の増大を抑制
できるので、特に挿入部１１１に沿わせる信号線２１ｂに関する構成の簡素化や小型化等
を容易に実現し得るようになる。加圧検知領域の分割数は、これらのことを考慮しつつ、
適宜設定されたものであればよい。なお、加圧検知領域の分割数が各表示出力領域２５ｂ
，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅの数よりも多い場合には、例えば、分割されたうちの幾つかの
加圧検知領域から一つの検出信号を取り出すように構成したり、または各加圧検知領域か
らの検出信号について制御ボックス部２４にて平均化処理を行ったりすることで、各表示
出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅに対応させることが考えられる。
　圧力感応部における加圧検知領域の領域分割については、さらに詳細を後述する。
【００５１】
（圧力感応部の詳細）
　ここで、環状部分２１ａにおける圧力感応部の構成例について詳細に説明する。
　環状部分２１ａは、例えば、図４（ａ）に示すような断面構造を有している。図４（ａ
）は、図３中におけるＥ－Ｅ断面を模式的に示している。
　図例のように、環状部分２１ａは、第一電極２１１と感圧部材２１２と第二電極２１３
とが順に積層されてなる積層体を備えている。積層体は、フィルム部材２１４によって覆
われている。つまり、環状部分２１ａは、フィルム部材２１４によって覆われた積層体を
円環状に配することによって構成されている。このとき、積層体は、その積層方向が円環
の周方向とほぼ直交するように（すなわち円環の径方向に沿うように）するように配置さ
れる。
【００５２】
　第一電極２１１は、細径の線状導電性材料（例えば、銀線、金線、ステンレススチール
線等、径が約１００～５００μｍ程度の導電性金属線材）によって形成され、ある一方向
である環状部分２１ａの周方向に沿って延びるリング状に配設されたものである。
【００５３】
　感圧部材２１２は、圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変化する弾
性体からなるもので、第一電極２１１の周囲を全周にわたって被覆するチューブ状に形成
されたものである。つまり、チューブ状に形成された感圧部材２１２の中空孔に、第一電
極２１１が挿入されるように構成されている。
　感圧部材２１２において変化する「電気的特性」としては、具体的には電気抵抗、静電
容量、電圧等が挙げられるが、ここでは電気抵抗が変化するように感圧部材２１２が構成
されている場合を例に挙げる。つまり、感圧部材２１２を構成する弾性体は、圧力を受け
ることで生じた変形量に応じて電気抵抗が変化する感圧式導電性ゴムからなるものである
。このような感圧式導電性ゴムの材料自体については、例えば導電材を含む感圧エストラ
マのような公知技術を利用して形成されたものであればよく、ここではその詳細な説明を
省略する。
【００５４】
　第二電極２１３は、第一電極２１１の延在方向である一方向とは交差する方向に延びる
線状電極からなるものである。第二電極２１３の延在方向としては、例えば第一電極２１
１の延在方向と略直交する方向が挙げられるが、必ずしもこれに限定されることはなく、
第一電極２１１の延在方向とは平行でなく、必ず交差する方向であればよい。また、第二
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電極２１３については、その延在方向に沿って複数のものを所定の間隔で並ぶように配列
させることが考えられるが、その配列数が特に限定されることはなく、適宜設定されたも
のであればよい。配列数が多ければ検出分解能を向上させ得るようになり、配列数が少な
ければセンサ構成の複雑化を抑制し得るようになる。
【００５５】
　このような第二電極２１３は、例えば異方導電性布２１３ａによって形成することが考
えられる。異方導電性布２１３ａは、図４（ｂ）に示すように、非導電性繊維の織物２１
３ｂにおける縦糸または横糸の一部を予め定めた一定の間隔で導電性糸２１３ｃに置換し
たもの、または非導電性繊維の織物２１３ｂに予め定めた一定の間隔で導電性糸２１３ｃ
を縫い込んだものである。非導電性繊維としては、例えばポリエチレンテレフタレート（
ＰＥＴ）繊維を用いることが考えられるが、ＰＥＴ以外であっても非導電性のものであれ
ば種類を問わない。ただし、非導電性繊維は、耐熱性および化学的耐性を有することが望
ましい。一方、導電性糸２１３ｃは、銀糸、金糸、ステンレススチール糸、炭素繊維、銀
めっきナイロン糸等の細径で導電性および柔軟性を有するものであれば使用することがで
き、その径は非導電性繊維の繊維径と同程度とすることが望ましい。非導電性繊維および
導電性糸２１３ｃの径は、数μｍ～数十μｍ程度とすることが考えられる。このような構
成によれば、異方導電性布２１３ａとして、例えば厚さが５０μｍ程度で非常に柔軟性に
富んだものが得られる。このような異方導電性布２１３ａを用いれば、導電性糸２１３ｃ
が第二電極２１３として機能することになる。第二電極２１３となる導電性糸２１３ｃの
配置間隔は、特に臨界的限度はないが、圧力分布を高分解能で測定できるようにするため
には０．５～１．０ｍｍ程度とすればよく、用途によっては１～数ｃｍ程度となるように
することもできる。
【００５６】
　フィルム部材２１４は、積層体の保護膜として機能するもので、防水性、絶縁性、化学
的耐性および柔軟性等を有した樹脂材料からなるフィルム材（例えば、３０μｍ程度の厚
さのポリウレタンフィルム材）によって形成されている。
【００５７】
　以上のような積層体を用いて構成された環状部分２１ａでは、当該積層体のいずれかの
箇所が外力によって加圧されると、その加圧箇所の感圧部材２１２が圧力を受けることで
変形する。感圧部材２１２が変形すると、その変形量に応じて感圧部材２１２における電
気抵抗、すなわち感圧部材２１２が介在する第一電極２１１と第二電極２１３との間の電
気抵抗が変化する。したがって、このような構成の環状部分２１ａを用いれば、第一電極
２１１と第二電極２１３との間の電気抵抗の大きさをモニタリングすることで、その圧力
センサ５に対する加圧を検知することができるようになる。つまり、圧力値を電気抵抗値
として取り出すことができ、簡素な構成で必要十分な感度や分解能等が得られる。なお、
圧力値を電気抵抗値として取り出すために、第一電極２１１と第二電極２１３のそれぞれ
には、信号線２１ｂが接続されている。
【００５８】
（環状部分の基本的な製造手順）
　ここで、上述した構成の環状部分２１ａの基本的な製造手順を説明する。
　図５は、圧力センサの一構成例の基本的な製造手順を示す説明図である。
【００５９】
　環状部分２１ａの製造にあたっては、先ず、図５（ａ）に示すように、第一電極２１１
の周囲を感圧部材２１２で被覆して、第一電極２１１と感圧部材２１２とが同心状に配置
されてなるものを形成する。第一電極２１１および感圧部材２１２の全体の軸方向長さは
、環状部分２１ａの周長と同程度とする。なお、感圧部材２１２による第一電極２１１の
被覆は、チューブ状の感圧部材２１２の中空孔に第一電極２１１を挿入することで行うこ
とが考えられるが、必ずしもこれに限定されることはなく、通常の絶縁単線の製造方法と
同様に長尺状の被覆体を形成した後に当該被覆体を所定長さに切断することにより作製し
てもよい。
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【００６０】
　感圧部材２１２による第一電極２１１の被覆体を形成した後は、次いで、所定サイズの
異方導電性布２１３ａを用意し、異方導電性布２１３ａの複数の導電性糸２１３ｃが第一
電極２１１と直交するように、形成した被覆体を異方導電性布２１３ａの略中央部に載置
する。そして、被覆体の載置位置を中心にして、その両側に位置する異方導電性布２１３
ａのうちの一方側を折り返し、その一方側の異方導電性布２１３ａを他方の側の異方導電
性布２１３ａに短絡しないように重ね合わせる。これにより、異方導電性布２１３ａは、
図５（ｂ）に示すように、感圧部材２１２による第一電極２１１の被覆体を一方の端縁側
に挟んで折り畳まれた状態となる。折り畳まれた異方導電性布２１３ａでは、複数の導電
性糸２１３ｃのそれぞれが第二電極２１３を構成する。なお、折り畳まれた異方導電性布
２１３ａの間には、折り畳まれた状態の安定化のために、両面テープ、接着剤または粘着
材を設けてもよい。
【００６１】
　異方導電性布２１３ａを折り畳んだ状態とした後は、次いで、図５（ｃ）に示すように
、第一電極２１１および第二電極２１３のそれぞれに対して個別に信号線２１ｂを接続す
る。信号線２１ｂとしては、例えばエナメル線等の表面が絶縁された金属線を用いる。な
お、信号線２１ｂについては、そのうちの半数を一方の側に（図中における左側）に纏め
るように折り曲げ、残りの半数を反対側に纏めるように折り曲げることが考えられる。こ
のようにすれば、複数本の信号線２１ｂが接続されている場合であっても、環状部分２１
ａを構成した際に、その環状部分２１ａから延びる信号線２１ｂの位置を一箇所に纏める
ことが可能となるからである。また、信号線２１ｂについては、それぞれの位置が安定す
るようにするため、粘着テープによって固定するようにしてもよい。さらに、信号線２１
ｂについては、表面が絶縁された金属線に代えてフレキシブルプリント配線基板を用いて
もよい。
【００６２】
　その後は、図５（ｄ）に示すように、第一電極２１１および感圧部材２１２を挟んで折
り畳まれた状態とされた異方導電性布２１３ａと、そこから延びる信号線２１ｂの一部と
を、フィルム部材２１４によって被覆する。このフィルム部材２１４は、内面側に粘着材
が塗布されているものやヒートシール性フィルムからなるもの等を使用すると、被覆が容
易となる。フィルム部材２１４による被覆後は、その最大厚さ（第一電極２１１および感
圧部材２１２の配置箇所の厚さ）が、例えば０．９～１．２ｍｍ程度となる。
【００６３】
　そして、フィルム部材２１４による被覆後は、その被覆後の構造体が円環状となるよう
に成形する。これにより、図３に示した環状部分２１ａが得られることになる。また、第
一電極２１１は実質的にリング状になるとともに、第一電極２１１、感圧部材２１２およ
び第二電極２１３からなる積層体についても環状に配置されることになる。さらに、信号
線２１ｂの位置を一箇所に纏めることが可能となる。
【００６４】
　なお、このようにして得られる環状部分２１ａは、図４（ａ）に示した平坦面の側が内
周面に位置し、第一電極２１１および感圧部材２１２による突出部分が存在する側が外周
面に位置するように成型することが好ましい。そのほうが外部からの加圧を検知する上で
好適だからである。
【００６５】
（領域分割の詳細）
　ところで、環状部分２１ａは、上述したように、圧力感応部が少なくとも四つの加圧検
知領域に分割されている。ここで、環状部分２１ａにおける圧力感応部の領域分割につい
て詳細に説明する。
　図６は、領域分割の構成例を示す説明図である。
【００６６】
　ここでは、図６（ａ）に示すように、挿入部１１１の外周を囲うように配された第一電
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極２１１および感圧部材２１２が、四つの加圧検知領域である領域Ｉ～領域ＩＶに分割さ
れている場合を例に挙げる。
【００６７】
　領域Ｉ～領域ＩＶに分割された第一電極２１１および感圧部材２１２を直線状に展開す
ると、図６（ｂ）に示すようになる。つまり、領域分割された環状部分２１ａは、感圧領
域２１５と非感圧領域２１６とを備えることになる。図例では、領域Ｉ～領域ＩＶのそれ
ぞれに対応して四つの感圧領域２１５が配され、各感圧領域２１５の間に非感圧領域２１
６が介在するように配された、いわゆる四分割に構成された場合を示している。ただし領
域分割数が四分割に限定されることはなく、八分割、十二分割等とすることも考えられる
。領域分割数が多ければ（例えば十二分割）、環状部分２１ａを円形に近づけることがで
き、挿入部１１１の外周への適合性が高くなり、センサ検出感度の向上が図れる。一方、
領域分割数が少なければ（例えば四分割）、センサ構成の複雑化を抑制でき、製造コスト
の低減が図れる。また、感圧領域２１５と非感圧領域２１６は必ずしも同数である必要は
なく、感圧領域２１５同士が連続して配置されるような構成もあり得る。ただし、非感圧
領域２１６同士が連続する構成はない。
【００６８】
（感圧領域）
　感圧領域２１５は、加圧による変形量に応じて電気抵抗値が変化する感圧部材２１２を
用いて加圧検知を行うように構成された領域である。つまり、感圧領域２１５では、当該
領域内の全域にわたって第一電極２１１、感圧部材２１２および第二電極２１３の積層体
が配されて構成されている。ただし、感圧領域２１５を構成する感圧部材２１２は、隣り
合う感圧領域２１５における感圧部材２１２とは連続しておらず、各感圧領域２１５の間
で分断されている。
【００６９】
（非感圧領域）
　非感圧領域２１６は、当該非感圧領域２１６を挟んで隣り合う感圧領域２１５同士を連
結する領域である。ただし、非感圧領域２１６には、感圧領域２１５とは異なり、感圧部
材２１２が配されていない。つまり、非感圧領域２１６は、環状部分２１ａの周方向に沿
って延びる第一電極２１１は存在するが、少なくとも感圧部材２１２が配されていないこ
とから、加圧検知を行う機能を有していない。
【００７０】
　また、非感圧領域２１６は、各領域２１５，２１６の並び方向、すなわち環状部分２１
ａの周方向に伸縮性を有して構成されている。具体的には、非感圧領域２１６の部分にお
いては、当該非感圧領域２１６に存在する第一電極２１１が、環状部分２１ａの周方向へ
の伸縮性を付与する連結形状に形成されている。「伸縮性を付与する連結形状」とは、環
状部分２１ａに沿って延びるリング状を維持しつつ、その環状部分２１ａの周方向への伸
縮を吸収する緩み（弛み）を有して感圧領域２１５の部分同士を連結するように構成され
た形状のことをいい、具体的にはループ状、Ｖ字状、Ｕ字状、またはこれらに準ずる結線
形状のことをいう。
【００７１】
（加圧検知）
　以上のように、環状部分２１ａが感圧領域２１５と非感圧領域２１６とに領域分割され
た構成では、各感圧領域２１５が分断されて連続していないことから、それぞれの感圧領
域２１５が独立して動作することが可能である。例えば、図６（ｃ）に示すように、領域
ＩＩの感圧領域２１５に対して外部からの強い圧力が局所的に作用した場合には、その感
圧領域２１５が他の感圧領域２１５の影響を受けることなく独立して加圧検知を行う。そ
して、その感圧領域２１５と隣り合う領域Ｉ，ＩＩＩの感圧領域２１５に対して、局所的
な加圧の影響が及んでしまうこともない。つまり、各感圧領域２１５の独立性が担保され
るので、局所的な加圧を適切に検出し得るようになり、その局所的な加圧箇所の隣接箇所
や対極箇所等でのセンサ誤動作を防止できるようになる。さらに、局所的な加圧を検出し
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得ることから、ある方向のみから環状部分２１ａに対して加圧があった場合であっても、
その加圧状態の方向性を判別可能に検出することができるようになる。
【００７２】
　また、非感圧領域２１６が伸縮性を有する構成では、環状部分２１ａの装着箇所（すな
わち、挿入部１１１における被装着箇所）の外形に変形が生じても、その変形に追従し得
るようになる。例えば、外部からの局所的な加圧により加圧箇所が凹むように挿入部１１
１の被装着箇所が変形したり、屈曲により挿入部１１１の被装着箇所が変形した場合であ
っても、非感圧領域２１６が伸縮することでその変形に環状部分２１ａが追従し得るよう
になり、その変形の影響が感圧領域２１５に及んでしまうことがない。つまり、非感圧領
域２１６が伸縮性を有していれば、挿入部１１１の被検出箇所が変形しても、その変形に
追従し得るようになり、被検出箇所の変形に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制で
きるようになる。
【００７３】
（領域分割された環状部分の製造手順）
　ここで、感圧領域２１５と非感圧領域２１６とに領域分割された環状部分２１ａの製造
手順を説明する。なお、領域分割を行う場合であっても、基本的な製造手順は、既に説明
した通りである（例えば図５参照）。
　図７～図９は、領域分割を行う場合における圧力センサの一構成例の製造手順を示す説
明図である。
【００７４】
　領域分割された環状部分２１ａの製造にあたっては、先ず、既に基本的な製造手順とし
て説明したように、第一電極２１１の周囲を感圧部材２１２で被覆して、第一電極２１１
と感圧部材２１２とが同心状に配置されてなるものを形成する。ただし、このとき、感圧
部材２１２については、図７に示すように、全体の軸方向長さを分割したものを、領域分
割数に応じた個数（領域分割数の自然数倍に相当する個数）用意する。図例では、十二個
の感圧部材２１２を用いて四分割された領域を構成する場合、すなわち一つの領域が三つ
の感圧部材２１２で構成されており、これら三つの感圧領域２１２から一つの検出信号が
取り出される場合を示している。そして、用意した感圧部材２１２のそれぞれ（すなわち
十二個）が軸方向に沿って並ぶように一列に配置する。
　また、第一電極２１１については、伸縮性を付与する連結形状であるループ状部２１１
ａを、複数箇所（例えば三箇所）に設ける。このループ状部２１１ａは、感圧部材２１２
で被覆されず露出したままとなる。つまり、第一電極２１１におけるループ状部２１１ａ
以外の部分が感圧部材２１２で被覆される。ループ状部２１１ａは、各感圧部材２１２の
間にそれぞれ配置してもよいが、センサ構成の複雑化や非感圧領域２１６の増大等を抑制
するため、図例のように三つの感圧部材２１２置きに配置することが考えられる。なお、
ループ状部２１１ａは、伸縮性を付与し得るものであれば、Ｖ字状、Ｕ字状、またはこれ
らに準ずる結線形状のものであってもよい。
【００７５】
　ループ状部２１１ａを有する第一電極２１１を各感圧部材２１２で被覆してなる被覆体
を形成した後は、次いで、図８に示すように、所定サイズの異方導電性布２１３ａを用意
し、異方導電性布２１３ａの複数の導電性糸２１３ｃが第一電極２１１と直交するように
、形成した被覆体を異方導電性布２１３ａに挟んで当該異方導電性布２１３ａを折り畳む
。折り畳まれた異方導電性布２１３ａでは、複数の導電性糸２１３ｃのそれぞれが第二電
極２１３を構成する。
　このとき、ループ状部２１１ａについては、伸縮性が阻害されないように、異方導電性
布２１３ａによって覆われないようにする。つまり、異方導電性布２１３ａは、ループ状
部２１１ａの箇所で分断されたものとなる。異方導電性布２１３ａの分断は、異方導電性
布２１３ａの折り畳み後に切断することによって行ってもよいし、分断後のサイズの異方
導電性布２１３ａを予め用意することで行ってもよい。
　また、隣り合う感圧部材２１２同士の間については、各感圧領域２１５の独立性が阻害
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されないように、異方導電性布２１３ａに切り込み２１３ｄを入れることが好ましい。
【００７６】
　異方導電性布２１３ａを折り畳んだ状態とした後は、次いで、第一電極２１１および第
二電極２１３に対して信号線２１ｂを接続する。
　このとき、異方導電性布２１３ａには、感圧部材２１２が配置されていない箇所（例え
ば感圧部材２１２同士の間）を通る導電性糸２１３ｃを信号線２１ｂと導通させないため
に、その導電性糸２１３ｃを含む一部領域を切除して切欠き部２１３ｅを形成する。切欠
き部２１３ｅを形成しておけば、例えば感圧部材２１２が配置されていない箇所を通る導
電性糸２１３ｃが解れて第一電極２１１との接触が生じても、電気的短絡が生じてしまう
ことがない。
【００７７】
　その後は、ループ状部２１１ａによる伸縮性が阻害されないようにしつつ、異方導電性
布２１３ａ等をフィルム部材２１４で被覆し、その被覆後の構造体が円環状となるように
成形する。これにより、感圧部材２１２の配置箇所が感圧領域２１５として機能し、感圧
部材２１２が配置されておらずループ状部２１１ａが設けられた箇所が非感圧領域２１６
として機能するように、領域分割がされた環状部分２１ａが得られることになる。
【００７８】
　なお、上述した例では、ループ状部２１１ａが位置する非感圧領域２１６において異方
導電性布２１３ａが完全に分断されており、また電気的短絡防止のために切欠き部２１３
ｅが形成されている場合を説明したが、異方導電性布２１３ａは、このような構成のもの
には限定されない。
　例えば、図９に示すように、異方導電性布２１３ａは、ループ状部２１１ａによる伸縮
性が阻害されなければ、非感圧領域２１６において完全に分断されたものではなく、ルー
プ状部２１１ａに対応して一部箇所のみが切除された構成のものであってもよい。
　また、異方導電性布２１３ａは、切欠き部２１３ｅが形成されておらずに、感圧部材２
１２が配置されていない箇所を通る導電性糸２１３ｃが当該異方導電性布２１３ａから引
き抜かれたもの、すなわち導電性糸２１３ｃが配されていない領域２１３ｆを有して構成
されたものであってもよい。
【００７９】
　いずれの構成であっても、異方導電性布２１３ａは、第二電極２１３を構成する導電性
糸２１３ｃが感圧領域２１５に対応する位置のみに配置されたものであればよい。「感圧
領域２１５に対応する位置のみ」とは、非感圧領域２１６に対応する位置、および、連続
配置された感圧領域２１５と感圧領域２１５との間に相当する位置を排除する構成を意味
する。具体的には、上述したように、導電性糸２１３ｃを含む異方導電性布２１３ａの一
部を切除する切欠き部２１３ｅを設けたり、異方導電性布２１３ａから導電性糸２１３ｃ
を引き抜いたりすることで実現することが考えられる。
　このように、導電性糸２１３ｃが感圧領域２１５に対応する位置のみに配置されていれ
ば、非感圧領域２１６に対応する位置や、連続配置された感圧領域２１５と感圧領域２１
５との間に相当する位置等には、第二電極２１３が存在しないことになる。したがって、
環状部分２１ａを周方向に領域分割する場合であっても、電気的短絡等が発生するおそれ
を排除することができ、電気的短絡等の発生に起因するセンサ誤検出等が生じるのを抑制
することができる。
【００８０】
（環状部分の挿入部への装着）
　以上の手順で製造される環状部分２１ａは、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１に装着
される。挿入部１１１における被装着箇所としては、既に説明したように、先端部１１１
ａが挙げられるが、先端部１１１ａ以外の湾曲部１１１ｂまたは軟性部１１１ｃであって
もよい。
【００８１】
　挿入部１１１への環状部分２１ａの装着は、例えば、両面テープ、接着剤または粘着材
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を利用して行うことが考えられる。ただし、感圧領域２１５のみが被装着箇所に対して位
置固定され、非感圧領域２１６については伸縮性が阻害されないように配置することが望
ましい。なお、非感圧領域２１６におけるループ状部２１１ａには、外部との電気的短絡
を防止するための絶縁処理（例えば、線材の被服処理）が施されるものとする。
【００８２】
（５）報知制御部による処理動作例
　次に、以上のような圧力センサ２１による加圧検知結果を内視鏡スコープ１１の操作者
に対して報知する際に報知制御部２２が行う処理動作例について具体的に説明する。
【００８３】
（報知処理動作の概要）
　内視鏡スコープ１１の挿入部１１１に装着された圧力センサ２１は、その圧力センサ２
１に対する外部からの加圧を検知する。そのとき、圧力センサ２１を構成する環状部分２
１ａは、第一電極２１１が周方向に延びるリング状に形成されているとともに、その略全
周を被覆するように感圧部材２１２が配されていることから、どの方向から外圧が加わっ
ても、そのことを検知することができる。しかも、環状部分２１ａは、領域分割されてお
り、各感圧領域２１５の独立性が担保されているので、どの感圧領域２１５に外圧が加わ
ったかによって加圧状態の方向性についても判別可能に検知することができる。
【００８４】
　このような圧力センサ２１による加圧検知結果について、報知制御部２２は、内視鏡ス
コープ１１の操作者に対して効果的に（すなわち注意喚起効果の実効性を担保しつつ）伝
える必要性がある。
【００８５】
　効果的であると言えるためには、圧力センサ２１（すなわち、内視鏡スコープ１１の挿
入部１１１）への加圧状態の方向性を、操作者が直感的に判別できるようにすべきである
。具体的には、内視鏡スコープ１１の操作者は主として内視鏡スコープ１１で撮像された
画像に注視しながら上アングル操作、下アングル操作、左アングル操作または右アングル
操作等の各操作を行うため、内視鏡スコープ１１からみた加圧方向を判別し得る態様で圧
力センサ２１の加圧検知結果を報知すべきである。このようにすれば、内視鏡スコープ１
１の挿入部１１１の先端をどの方向に進めればよいか（またはどの方向に進めてはならな
いか）を操作者が容易に判別することが可能となり、操作者にとってのナビゲーションと
して機能させ得るようになるので、操作者にとっては非常に有用なものとなる。
【００８６】
　また、その他にも、効果的であると言えるためには、圧力センサ２１（すなわち、内視
鏡スコープ１１の挿入部１１１）への加圧量を、操作者が直感的に判別できるようにすべ
きである。ここで、「加圧量」とは、圧力センサ２１に対する加圧の大きさを特定する量
のことをいう。代表的な一例としては、単位Ｎまたは単位ｋｇｆで表される力（圧力×面
積）の大きさの値が挙げられるが、必ずしも力の大きさの値には限られず、単位面積当た
りの圧力値であってもよいし、時間の概念を加味した累積値等であってもよい。
　圧力センサ２１への加圧量を直感的に判別し得るようにするためには、例えばその圧力
センサ２１による加圧検知結果を加圧量に応じて段階的に報知することが考えられるが、
その場合であっても、各段階をどのように区切るかによっては、必ずしも注意喚起効果の
実効性が得られないおそれがある。つまり、注意喚起効果の実効性を担保するためには、
具体的にどの程度の加圧量で各段階を区切るかについて適切に設定する必要がある。
【００８７】
　これらのことを踏まえた上で、報知制御部２２は、制御ボックス部２４および第二モニ
タ部２５を用いて、以下に説明するように圧力センサ２１による加圧検知結果の報知処理
動作を行う。
【００８８】
（制御ボックス部の機能構成）
　ここで、報知制御部２２が報知処理動作を行う上で必要となる、制御ボックス部２４の
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機能構成について説明する。以下に説明する制御ボックス部２４の機能は、いずれも、制
御ボックス部２４にインストールされている所定プログラムを実行するソフトウエア処理
によって実現されるものである。
【００８９】
　図１０は、制御ボックス部の機能構成例を示すブロック図である。
　制御ボックス部２４は、圧力センサ２１からの加圧検知信号を受け取って処理する信号
処理手段２４ａと、圧力センサ２１による加圧検知結果について報知処理動作を行う上で
必要となるデータを記憶保持するデータ記憶手段２４ｂと、信号処理手段２４ａでの信号
処理結果とデータ記憶手段２４ｂにおける記憶保持データとに基づき圧力センサ２１によ
る加圧検知結果を報知する際の報知態様を決定する態様決定手段２４ｃと、第一モニタ部
１３から受け取った画像データ（すなわち、内視鏡スコープ１１での撮像内容を特定する
画像データ）と態様決定手段２４ｃによる報知態様の決定結果とに基づき第二モニタ部２
５で表示すべき画像を形成して当該第二モニタ部２５に出力させる画像処理手段２４ｄと
しての機能を有している。
【００９０】
（報知処理動作の手順）
　以上のような機能構成の制御ボックス部２４を備えた報知制御部２２では、以下のよう
な手順で報知処理動作を行う。
【００９１】
　圧力センサ２１による加圧検知結果は、加圧検知信号として制御ボックス部２４に入力
される。圧力センサ２１からの加圧検知信号を受け取ると、制御ボックス部２４では、先
ず、信号処理手段２４ａがその加圧検知信号を処理する。具体的には、信号処理手段２４
ａは、圧力センサ２１の環状部分２１ａを構成する各感圧領域２１５のそれぞれから電気
信号を受け取って、各感圧領域２１５における電極２１１，２１３間の電気抵抗値をモニ
タリングする。そして、予め設定されている演算式を用いて電気抵抗値を圧力センサ２１
に対する加圧量（例えば、単位Ｎで表される加圧力の大きさ）に換算することで、各感圧
領域２１５における加圧量の変動を監視する。したがって、信号処理手段２４ａにおける
信号処理後においては、圧力センサ２１に対する加圧量やその加圧状態の方向性等を認識
し得るようになる。
【００９２】
　このとき、制御ボックス部２４では、報知処理動作を行う上で必要となるデータをデー
タ記憶手段２４ｂが記憶保持しているものとする。データ記憶手段２４ｂによる記憶保持
データとしては、例えば、圧力センサ２１による加圧検知結果を加圧量に応じて段階的に
報知する場合に各段階を区分けする加圧量の幅に関するデータ等が挙げられる。なお、記
憶保持データの詳細については、具体例を挙げて後述する。このような記憶保持データは
、報知処理動作を行う際にデータ記憶手段２４ｂが記憶保持していれば、書き換え可能に
設定されたものであってもよい。
【００９３】
　信号処理手段２４ａにおける信号処理後、制御ボックス部２４では、態様決定手段２４
ｃが圧力センサ２１による加圧検知結果を報知する際の報知態様を決定する。具体的には
、加圧検知結果の報知にあたり、態様決定手段２４ｃは、例えば加圧状態の方向性を判別
し得るように、第二モニタ部２５における各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５
ｅのいずれを用いて表示出力動作を行うかを決定する。また、態様決定手段２４ｃは、例
えばどの程度の大きさで加圧がされているか判別し得るように、各表示出力領域２５ｂ，
２５ｃ，２５ｄ，２５ｅがどの段階に対応する表示出力動作を行うかを決定する。
【００９４】
　その後、制御ボックス部２４では、画像処理手段２４ｄが第二モニタ部２５で表示すべ
き画像を形成し、その形成した画像を第二モニタ部２５に出力させる。この画像処理手段
２４ｄからの指示に従い、第二モニタ部２５は、圧力センサ２１による加圧検知結果を、
（イ）加圧状態の方向性を判別し得るように内視鏡スコープ１１での撮像画像と関連付け
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た状態で、しかも（ロ）圧力センサ２１が検知した加圧量に応じて段階的に、内視鏡スコ
ープ１１の操作者に対して表示出力することになる。
【００９５】
　以上のように、圧力センサ２１による加圧検知結果について、報知制御部２２では、（
イ）加圧状態の方向性を判別し得る態様で、しかも（ロ）加圧量に応じて段階的に、報知
処理動作を行うのである。
　以下に、上記（イ）および（ロ）について具体例を挙げつつ、さらに詳しく説明する。
【００９６】
（イ：加圧状態の方向性）
　既に説明したように、圧力センサ２１を構成する環状部分２１ａは、内視鏡スコープ１
１の挿入部１１１の上アングル方向（図３中の矢印Ａ参照）、下アングル方向（図３中に
の矢印Ｂ参照）、左アングル方向（図３中の矢印Ｃ参照）、右アングル方向（図３中の矢
印Ｄ参照）のそれぞれに個別に対応するように、分割された複数の感圧領域２１５を有し
ている。このことを利用して、報知制御部２２は、以下に述べる第一具体的態様または第
二具体的態様のような報知処理動作を行う。
【００９７】
　例えば、第一具体的態様においては、上アングル方向に対応する感圧領域２１５で加圧
を検知した場合であれば、加圧された方向が上アングル方向であることをわかるようにす
べく、第二モニタ部２５の画像領域２５ａにて表示される撮像画像からみて上アングル方
向に位置する表示出力領域２５ｂを用い、その表示出力領域２５ｂの表示色または表示パ
ターン（点灯、点滅等）を可変させて、圧力センサ２１による加圧検知結果についての報
知を行う。これと同様に、下アングル方向に対応する感圧領域２１５で加圧を検知した場
合であれば、画像領域２５ａでの表示画像からみて下アングル方向に位置する表示出力領
域２５ｃを用いて報知を行う。左アングル方向に対応する感圧領域２１５で加圧を検知し
た場合であれば、画像領域２５ａでの表示画像からみて左アングル方向に位置する表示出
力領域２５ｄを用いて報知を行う。右アングル方向に対応する感圧領域２１５で加圧を検
知した場合であれば、画像領域２５ａでの表示画像からみて右アングル方向に位置する表
示出力領域２５ｅを用いて報知を行う。
【００９８】
　また、例えば、第二具体的態様においては、上アングル方向に対応する感圧領域２１５
で加圧を検知した場合であれば、加圧を回避するための方向（すなわち加圧検知の反対方
向）が下アングル方向であることをわかるようにすべく、第二モニタ部２５の画像領域２
５ａにて表示される撮像画像からみて下アングル方向に位置する表示出力領域２５ｃを用
い、その表示出力領域２５ｃの表示色または表示パターン（点灯、点滅等）を可変させて
、圧力センサ２１による加圧検知結果についての報知を行う。これと同様に、下アングル
方向に対応する感圧領域２１５で加圧を検知した場合であれば、画像領域２５ａでの表示
画像からみて上アングル方向に位置する表示出力領域２５ｂを用いて報知を行う。左アン
グル方向に対応する感圧領域２１５で加圧を検知した場合であれば、画像領域２５ａでの
表示画像からみて右アングル方向に位置する表示出力領域２５ｅを用いて報知を行う。右
アングル方向に対応する感圧領域２１５で加圧を検知した場合であれば、画像領域２５ａ
での表示画像からみて左アングル方向に位置する表示出力領域２５ｄを用いて報知を行う
。
【００９９】
　このように、第一具体的態様または第二具体的態様のいずれの場合においても、報知制
御部２２は、圧力センサ２１（すなわち、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１）への加圧
状態の方向性を判別し得る態様で、その圧力センサ２１による加圧検知結果を報知する。
したがって、その報知内容を参照すれば、内視鏡スコープ１１の操作者は、挿入部１１１
に対してどの方向から加圧がされているかを直感的に判別することができる。さらには、
内視鏡スコープ１１の挿入部１１１の先端をどの方向に進めればよいか（またはどの方向
に進めてはならないか）を容易に判断することが可能となる。このように、内視鏡スコー
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プ１１の操作者にとっては、その報知内容を参照することで、挿入部１１１を腸管内等に
挿入する際のナビゲーションとして機能させ得るようになるので非常に有用なものとなり
、挿入部１１１と腸壁等の体内組織との接触により穿孔等が生じてしまうのを未然に防止
することが可能となる。
【０１００】
　さらに詳しくは、報知制御部２２は、制御ボックス部２４と第二モニタ部２５とを備え
る。そして、制御ボックス部２４は、圧力センサ２１からの加圧検知信号を受け取って処
理するとともに、内視鏡スコープ１１で撮像された画像データを受け取って処理する。ま
た、第二モニタ部２５は、制御ボックス部２４での処理内容に従いつつ、内視鏡スコープ
１１での撮像画像と関連付けて（すなわち、撮像画像に対する加圧方向がわかるように、
撮像画像と加圧方向との関係を明確化した状態で）、圧力センサ２１による加圧検知結果
を表示出力する。
　したがって、制御ボックス部２４および第二モニタ部２５を備えた報知制御部２２によ
れば、制御ボックス部２４が圧力センサ２１からの加圧検知信号と内視鏡スコープ１１で
撮像された画像データとの両方を受け取って処理するので、内視鏡スコープ１１からみた
加圧方向を判別し得るように、内視鏡スコープ１１での撮像画像と圧力センサ２１による
加圧検知結果とを互いに関連付けることができる。そして、制御ボックス部２４での処理
内容に従いつつ、第二モニタ部２５が内視鏡スコープ１１での撮像画像と関連付けて圧力
センサ２１による加圧検知結果を表示出力するので、その第二モニタ部２５による出力結
果を参照すれば、内視鏡スコープ１１の操作者は、挿入部１１１に対してどの方向から加
圧がされているかを直感的に判別することができる。
【０１０１】
　特に、報知制御部２２を構成する第二モニタ部２５は、少なくとも内視鏡スコープ１１
の上下各アングル方向に対応する二つの表示出力領域２５ｂ，２５ｃを有しており、これ
ら二つの表示出力領域２５ｂ，２５ｃが上下各アングル方向の加圧検知結果を個別に表示
出力する。さらに詳しくは、第二モニタ部２５は、上述した二つの表示出力領域２５ｂ，
２５ｃに加えて、少なくとも内視鏡スコープ１１の左右各アングル方向に対応する二つの
表示出力領域２５ｄ，２５ｅを有しており、合わせて四つ表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，
２５ｄ，２５ｅが各アングル方向の加圧検知結果を個別に表示出力する。このことは、以
下に点で非常に有用である。
　内視鏡スコープ１１の挿入部１１１と腸壁等の体内組織との接触は、特に当該挿入部１
１１を屈曲させるように内視鏡スコープ１１の操作部１１２をアングル操作したときに生
じることが多い。さらに詳しくは、上下アングル操作が多用され、特に上アングル操作が
多用される。その場合であっても、上下各アングル方向のそれぞれに対応するように二つ
の表示出力領域２５ｂ，２５ｃが配され、さらに望ましくは上下左右の各アングル方向に
対応する四つの表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅが配されていれば、各表示
出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅにおける表示出力結果を参照することで、内視
鏡スコープ１１の操作者は、アングル操作により生じた挿入部１１１と生体組織との接触
を容易かつ確実に認識することができる。
【０１０２】
　以上のような報知を実現可能にする各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅは
、内視鏡スコープ１１での撮像画像を表示出力する画像領域２５ａと同一画面上、すなわ
ち第二モニタ部２５の表示画面２５ｆ上に配置されている。このように、第二モニタ部２
５の表示画面２５ｆ上に各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅが配置されてい
れば、その表示画面２５ｆの表示出力機能を利用して各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２
５ｄ，２５ｅが構成されることになる。つまり、表示画面２５ｆを制御する画像処理手段
２４ｄでのソフトウエア処理によって各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅを
構成することが可能となり、表示画面２５ｆとは別にＬＥＤパネル等の表示出力機能を用
意する必要がない。したがって、システム構成の簡素化が図れるとともに、第二モニタ部
２５として既存のディスプレイ装置をそのまま利用することも可能となりシステム構成の
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汎用性等を高めることも可能となる。
【０１０３】
　なお、ここでは、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅを利用して加圧状態
の方向性を判別可能にする場合を例に挙げたが、第二モニタ部２５での表示出力に加えて
、または第二モニタ部２５での表示出力に代えて、音による出力を行う場合であれば、複
数のスピーカ装置を用意し、これらのスピーカ装置から選択的に出力を行うことで、加圧
状態の方向性を判別可能にしてもよい。
【０１０４】
（ロ：段階的な報知処理）
　続いて、加圧量に応じて段階的に報知処理動作を行う場合について詳しく説明する。
【０１０５】
　報知制御部２２は、圧力センサ２１による加圧検知結果を、その圧力センサ２１が検知
した加圧量に応じて、段階的に報知する。ここでいう「段階的」は、二つ以上の段階を利
用して報知を行うことを意味する。そのため、「段階的」には、例えば「安全」と「危険
」の二つの段階に区分けして報知を行う場合も含まれる。
　このような段階的な報知を行えば、その報知内容を参照することで、内視鏡スコープ１
１の操作者は、挿入部１１１に対する加圧が危険なものであるか否か（すなわち体内組織
に損傷を与える強さであるか否か）を直感的に判別することができる。したがって、内視
鏡スコープ１１の操作者に対する注意喚起効果が向上し、内視鏡スコープ１１の挿入部１
１１を体腔内に挿入した際に生体組織に穿孔等が生じてしまうのをより一層有効に防止す
ることができる。
【０１０６】
　より好ましくは、報知制御部２２は、圧力センサ２１による加圧検知結果についての段
階的な報知を、少なくとも三つの段階に区分けして行うことが考えられる。
　内視鏡スコープ１１の挿入部１１１と生体組織との接触が生じても、必ずしもそれが直
ちに穿孔等に繋がるわけではない。この点、少なくとも三つの段階に区分けして段階的な
報知を行えば、内視鏡スコープ１１の操作者にとっては、挿入部１１１と生体組織との接
触が危険なものであるか否かのみならず、どの程度の大きさの加圧であるかを容易かつ確
実に認識することができ、穿孔等が生じてしまうのを未然に防止する上で非常に有用なも
のとなる。つまり、少なくとも三つの段階に区分けすれば、危険に至るまでの過程につい
ても段階的に報知されることになり、それぞれの段階についてきめ細やかに直感的かつ詳
細に判別できるようになるので、注意喚起効果の更なる向上が期待できる。
　ここでいう「少なくとも三つの段階」は、三段階以上で、現実的には多くても六段階程
度である。区分けする段階の数が多すぎると、加圧の程度が判別し難くなり、注意喚起効
果が薄れるからである。つまり、報知制御部２２は、具体的には三段階～六段階のいずれ
かに区分けをして、センサ検知結果の出力を行うことが考えられる。例えば、三段階であ
る場合には、「正常（非接触）」「加圧あり（要注意）」「異常（危険）」の各段階を含
むことが想定される。
【０１０７】
　また、より一層好適な具体例として、報知制御部２２は、圧力センサ２１による加圧検
知結果についての段階的な報知を、四つの段階に区分けして行うことが考えられる。四つ
の段階は、「正常（非接触）」「加圧量小」「加圧量大（要注意）」「異常（危険）」の
各段階を含むことが想定される。このように、四つの段階に区分けしてセンサ検知結果の
出力を行えば、加圧の程度の判別の容易さを担保しつつ、内視鏡スコープ１１の操作者に
対する注意喚起効果を十分に確保することが可能である。
【０１０８】
　以上のような各段階への区分けは、加圧量の値を基準にして各段階の幅を規定すること
によって行われる。つまり、各段階について個別に規定された加圧量の上限値および下限
値によって、各段階が区分けされることになる。このように規定された各段階についての
加圧量の上限値および下限値は、各段階を区分けする加圧量の幅に関するデータとして設
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定されて、制御ボックス部２４のデータ記憶手段２４ｂに記憶保持される。
【０１０９】
　データ記憶手段２４ｂへのデータの記憶保持にあたり、各段階を区分けする加圧量の幅
（以下、単に「ステップ幅」という。）については、当該各段階のそれぞれで個別に設定
されていてもよい。各段階のステップ幅を当該各段階のそれぞれで個別に設定することが
可能であれば、各段階のステップ幅を均等（線形設定）にしたり、または不均等（非線形
設定）にしたりすることができ、システム構成の柔軟性や汎用性等を高めることができる
。例えば、各段階のステップ幅を不均等に設定すれば、例えば特に注意喚起が必要となる
範囲はステップ幅を密にするといったことが実現可能となり、注意喚起効果を高める上で
非常に有用なものとなる。
【０１１０】
（記憶保持データの詳細）
　ここで、制御ボックス部２４のデータ記憶手段２４ｂが記憶保持するデータ、すなわち
各段階のステップ幅を規定するデータについて、具体例を挙げて詳しく説明する。
　なお、以下に挙げる加圧量の具体的な値は、圧力センサ２１の環状部分２１ａにおける
一つの感圧領域２１５に対して加圧される力の大きさ（単位Ｎ）を表しているものとする
。
【０１１１】
　例えば、各段階を区分けする加圧量の幅については、一つの段階あたり、０．２９Ｎ（
＝３０ｇｆ）以上３０Ｎ（＝３０５９ｇｆ）以下に設定されている段階を含むようにする
ことが考えられる。一つの段階を０．２９Ｎ～３０Ｎの幅で区分けすれば、注意喚起の効
果を良好に得られるからである。
　さらに詳しくは、一つの段階を０．２９Ｎ未満の幅で区分けすると、各段階の区分けが
細かくなり過ぎて、注意喚起の効果が小さくなることから、好ましくない。一方、一つの
段階が３０Ｎを超える幅で区分けすると、各段階の区分けが粗くなり過ぎて、注意喚起の
効果が小さくなることから、好ましくない。また、例えば「安全」と「危険」の二段階の
場合を想定すると、一つの段階が３０Ｎを超える幅で区分けした場合には、穿孔等が生じ
得る加圧量を超えてもそのことが報知されずに、穿孔等を有効に防止できないおそれが生
じてしまう。
　なお、かかるステップ幅については、このように設定された段階を一つ以上含んでいれ
ばよく、必ずしも全ての段階が満足している必要はない。例えば、「異常（危険）」の段
階については、下限値のみが設定されていれば足り、ステップ幅で規定する必要性が小さ
いからである。
【０１１２】
　また、より一層好適には、例えば、各段階を区分けする加圧量の幅について、一つの段
階あたり、０．３９Ｎ（＝４０ｇｆ）以上１．９６Ｎ（＝２００ｇｆ）以下に設定されて
いる段階を含むにすることが考えられる。一つの段階を０．３９Ｎ～１．９６Ｎの幅で区
分けすれば、特に少なくとも三つの段階に区分けする場合、より具体的には四つの段階に
区分けする場合に、より一層好適に注意喚起の効果が得られるからである。
　なお、かかるステップ幅についても、上述した場合と同様に、このように設定された段
階を一つ以上含んでいればよく、必ずしも全ての段階が満足している必要はない。
【０１１３】
　以上のことを踏まえた上で、データ記憶手段２４ｂが記憶保持するデータについては、
以下に説明する第一具体例または第二具体例のように設定することが考えられる。
　図１１および図１２は、データ記憶手段が記憶保持するデータの具体例を示す説明図で
ある。
【０１１４】
　第一具体例としては、図１１に示すように、段階１～４の四つの段階に区分けした場合
が挙げられる。
　段階１～３については、それぞれを区分けするステップ幅が均等に設定されている。具
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体的には、段階１が０Ｎ（＝０ｇｆ）以上０．４９Ｎ（＝５０ｇｆ）未満、段階２が０．
４９Ｎ（＝５０ｇｆ）以上０．９８Ｎ（＝１００ｇｆ）未満、段階３が０．９８Ｎ（＝１
００ｇｆ）以上１．４７Ｎ（＝１５０ｇｆ）未満といったように、それぞれのステップ幅
が０．４９Ｎ（＝５０ｇｆ）となるように設定されている。段階４については、下限値の
みが設定されており、１．４７Ｎ（＝１５０ｇｆ）以上に設定されている。
　また、段階１～４のそれぞれについては、対応する色表示が個別に設定されている。具
体的には、段階１が「青」、段階２が「緑」、段階３が「黄」、段階４が「赤」に設定さ
れている。
　第一具体例では、以上のような内容のデータが、例えばテーブル形式で、制御ボックス
部２４のデータ記憶手段２４ｂによって記憶保持される。
【０１１５】
　また、第二具体例ついても、図１２に示すように、段階１～４の四つの段階に区分けさ
れている。
　ただし、第二具体例では、第一具体例の場合とは異なり、それぞれを区分けするステッ
プ幅が不均等に設定されている。具体的には、段階１が０Ｎ（＝０ｇｆ）以上０．４９Ｎ
（＝５０ｇｆ）未満、段階２が０．４９Ｎ（＝５０ｇｆ）以上０．９８Ｎ（＝１００ｇｆ
）未満、段階３が０．９８Ｎ（＝１００ｇｆ）以上１．９６Ｎ（＝２００ｇｆ）未満とな
るように設定されている。段階４については、下限値のみが設定されており、１．９６Ｎ
（＝２００ｇｆ）以上に設定されている。
　また、段階１～４のそれぞれについては、対応する色表示が個別に設定されている。具
体的には、段階１が「青」、段階２が「緑」、段階３が「黄」、段階４が「赤」に設定さ
れている。
　第二具体例では、以上のような内容のデータが、例えばテーブル形式で、制御ボックス
部２４のデータ記憶手段２４ｂによって記憶保持される。
【０１１６】
　以上のように、第一具体例または第二具体例では、段階４を除き、段階１～３のそれぞ
れについて、各段階のステップ幅を０．４９Ｎ（＝５０ｇｆ）で均一に、または０．４９
Ｎ（＝５０ｇｆ）のステップ幅と０．９８Ｎ（＝１００ｇｆ）のステップ幅が混在するよ
うに設定されている。つまり、ステップ幅の設定値のばらつきを考慮して±１０ｇｆ程度
のマージン幅を加味すると、第一具体例または第二具体例では、各段階を区分けする加圧
量の幅について、一つの段階あたり０．３９Ｎ（＝４０ｇｆ）以上０．５９Ｎ（＝６０ｇ
ｆ）以下に設定されている段階を含むように、各段階のステップ幅が設定されることにな
る。さらに、第二具体例では、０．３９Ｎ（＝４０ｇｆ）以上０．５９Ｎ（＝６０ｇｆ）
以下に設定されている段階に加えて、一つの段階あたり０．８８Ｎ（＝９０ｇｆ）以上１
．０８Ｎ（＝１１０ｇｆ）以下に設定されている段階を含み、これらの各段階が混在する
ことになる。このように各段階を区分けするステップ幅を設定すれば、加圧量に応じて段
階的に報知処理動作を行う場合であっても、各段階のステップ幅が適切に設定されたこと
になり、注意喚起効果の実効性が得られるようになる。
【０１１７】
（報知処理動作の具体例）
　続いて、データ記憶手段２４ｂにおける記憶保持データを基にして行う報知処理動作に
ついて具体的に説明する。ここでは、データ記憶手段２４ｂにおける記憶保持データとし
て、上述した第一具体例のデータが設定されている場合を例に挙げる。
【０１１８】
　例えば、圧力センサ２１の環状部分２１ａを構成する各感圧領域２１５のうち、ある一
つの感圧領域２１５に対して加圧があった場合について考える。
　このとき、その加圧について認識した加圧量が０Ｎ以上０．４９Ｎ未満であれば、制御
ボックス部２４では、データ記憶手段２４ｂにおける記憶保持データを参照しつつ、認識
した加圧量が段階１に該当すると判断する。そして、第二モニタ部２５の各表示出力領域
２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅのうち、ある一つの感圧領域２１５に対応するものにつ
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いて、その表示色を「青」とすることを決定し、そのような表示出力動作を行うことを第
二モニタ部２５に指示する。
　また、その加圧について認識した加圧量が０．４９Ｎ以上０．９８Ｎ未満であれば、制
御ボックス部２４では、データ記憶手段２４ｂにおける記憶保持データを参照しつつ、認
識した加圧量が段階２に該当すると判断する。そして、第二モニタ部２５の各表示出力領
域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅのうち、ある一つの感圧領域２１５に対応するものに
ついて、その表示色を「緑」とすることを決定し、そのような表示出力動作を行うことを
第二モニタ部２５に指示する。
　また、その加圧について認識した加圧量が０．９８Ｎ以上１．４７Ｎ未満であれば、制
御ボックス部２４では、データ記憶手段２４ｂにおける記憶保持データを参照しつつ、認
識した加圧量が段階３に該当すると判断する。そして、第二モニタ部２５の各表示出力領
域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅのうち、ある一つの感圧領域２１５に対応するものに
ついて、その表示色を「黄」とすることを決定し、そのような表示出力動作を行うことを
第二モニタ部２５に指示する。
　また、その加圧について認識した加圧量が１．４７Ｎ以上であれば、制御ボックス部２
４では、データ記憶手段２４ｂにおける記憶保持データを参照しつつ、認識した加圧量が
段階４に該当すると判断する。そして、第二モニタ部２５の各表示出力領域２５ｂ，２５
ｃ，２５ｄ，２５ｅのうち、ある一つの感圧領域２１５に対応するものについて、その表
示色を「赤」とすることを決定し、そのような表示出力動作を行うことを第二モニタ部２
５に指示する。
　このとき、制御ボックス部２４は、音による出力を合わせて行うようにしてもよい。た
だし、音による出力は、必ずしも全ての段階に対応して行う必要はない。具体的には、例
えば特に注意喚起が必要な段階４の場合にのみ警報音を出力する、といった態様で音によ
る出力を行うことが考えられる。
【０１１９】
　このような報知処理動作を、制御ボックス部２４は、圧力センサ２１の環状部分２１ａ
を構成する各感圧領域２１５のそれぞれについて個別に行う。したがって、第二モニタ部
２５においては、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅのうちの複数が同時に
段階２～４に対応した表示色での表示出力動作を行うこともあり得る。
【０１２０】
　以上のような報知処理動作によって行われる第二モニタ部２５での表示出力内容を参照
すれば、内視鏡スコープ１１の操作者は、内視鏡スコープ１１からみた加圧の方向性を直
感的に判別できることに加えて、その加圧がどの程度の大きさのものであるかを直感的に
判別することができる。しかも、加圧の大きさを判別するために区分けした各段階のステ
ップ幅が適切に設定されていることから、内視鏡スコープ１１の操作者に対する注意喚起
効果の実効性が得られるようになる。したがって、内視鏡スコープ１１の操作者は、内視
鏡スコープ１１の挿入部１１１を腸管内等に挿入した際に、体内組織との接触の発生の有
無のみならず、その接触の強さ、すなわちその接触による圧力センサ２１に対する加圧量
についても、的確に把握し得るようになる。つまり、内視鏡スコープ１１の操作者は、例
えば、体内組織に対する接触の強さを調整（加減）したり、接触の強さが体内組織に損傷
を与える強さであるか否かを判断する、といったことを行い得るようになる。
【０１２１】
　また、以上に説明した例では、（イ）加圧状態の方向性を判別し得る態様で、しかも（
ロ）加圧量に応じて段階的に、報知処理動作を行う。したがって、第二モニタ部２５に四
つ表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅだけが存在する場合であっても、その表
示出力内容を参照した内視鏡スコープ１１の操作者は、腸管の穿孔等が生じてしまうのを
回避するために、上下左右の各アングル方向の他にも、これらの間の斜め方向に向けて内
視鏡スコープ１１の挿入部１１１を屈曲または移動させればよい、といった判断を直感的
に行い得るようになる。つまり、上記（イ）および（ロ）を組み合わせて行えば、上下左
右以外の方向についても間接的に教示し得るようになるので、内視鏡スコープ１１の操作
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者に対する注意喚起効果を向上させ得るだけではなく、内視鏡スコープ１１の挿入部１１
１を腸管内等に挿入する際のナビゲーションとして機能させる上で非常に有効なものとな
る。
【０１２２】
　なお、以上のような第二モニタ部２５での表示出力内容については、内視鏡スコープ１
１での撮像画像と同期させて、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１の体内挿入時のログ情
報として、ポータブルレコーダ２３で記憶保持することが考えられる。このようにすれば
、内視鏡スコープ１１によって観察可能となった腸管内等の様子のみならず、その腸管内
等での挿入部１１１と体内組織との接触の有無や強さ等についても、これらを互いに関連
付けつつ、ログ情報によって事後的に検証することが可能となる。
【０１２３】
（評価）
　本実施形態の内視鏡システム１および内視鏡用センサシステム２について、豚を用いた
動物実験で有用性を検証したところ、以下のような結果が得られた。
　検証は、複数人の医師（内視鏡操作の熟練者と非熟練者のそれぞれを含む。）に豚の腸
管内へのスコープ挿入を、例えばスコープを腸管内に８０ｃｍ程度押し込む条件で行って
もらい、本実施形態で説明した報知処理動作を行う場合と行わない場合とのそれぞれにつ
いて、挿入時の最大押圧力と挿入時間とを測定することによって行った。
　その結果、報知処理動作有りの場合は、報知動作無しの場合に比べて、挿入時の最大押
圧力が、熟練医師で０～０．２９Ｎ（＝０～３０ｇｆ）程度、非熟練医師で平均０．４２
Ｎ（＝４３ｇｆ）程度減少していることがわかった。また、報知処理動作有りの場合は、
報知動作無しの場合に比べて、挿入時間が、熟練医師で平均３６秒程度、非熟練医師で平
均２００秒程度減少していることがわかった。
　これらの検証結果から、少なくとも本実施形態の内視鏡用センサシステム２を用いれば
、内視鏡スコープ１１の操作者にとっては、内視鏡スコープ１１への加圧状態の方向性や
大きさ等を直感的に判別し得るようになるので、非常に有用であることがわかる。
【０１２４】
（６）本実施形態の効果
　本実施形態で説明した内視鏡用センサシステム２によれば、以下に述べるいずれか一つ
または複数の効果が得られる。
【０１２５】
（ａ）本実施形態においては、内視鏡スコープ１１への加圧状態の方向性を判別し得る態
様で、報知制御部２２が圧力センサ２１による加圧検知結果を報知する。したがって、そ
の報知内容を参照すれば、内視鏡スコープ１１からみた加圧方向を判別し得るようになる
ので、内視鏡スコープ１１の操作者は、挿入部１１１に対してどの方向から加圧がされて
いるかを直感的に判別することができ、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１を腸管等の体
腔内に挿入した際に生体組織に穿孔等が生じてしまうのを未然に防止することができる。
【０１２６】
（ｂ）また、本実施形態においては、表示出力、音出力若しくは振動出力のいずれか一つ
、またはこれら複数の組み合わせによって、報知を行う。つまり、内視鏡スコープ１１の
操作者に対して注意喚起を促し易い手段を用いて報知を行う。したがって、内視鏡スコー
プ１１の操作者にとっては、報知内容を容易に判別することができ、注意喚起効果を向上
させる上で好ましいものとなる。
【０１２７】
（ｃ）また、本実施形態においては、報知制御部２２が制御ボックス部２４と第二モニタ
部２５とを備えて構成されている。そして、制御ボックス部２４が圧力センサ２１からの
加圧検知信号と内視鏡スコープ１１で撮像された画像データとの両方を受け取って処理す
るので、内視鏡スコープ１１からみた加圧方向を判別し得るように、内視鏡スコープ１１
での撮像画像と圧力センサ２１による加圧検知結果とを互いに関連付けることができる。
さらには、制御ボックス部２４での処理内容に従いつつ、第二モニタ部２５が内視鏡スコ
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ープ１１での撮像画像と関連付けて圧力センサ２１による加圧検知結果を表示出力するの
で、その第二モニタ部２５による出力結果を参照すれば、内視鏡スコープ１１の操作者は
、挿入部１１１に対してどの方向から加圧がされているかを直感的に判別することができ
る。
【０１２８】
（ｄ）また、本実施形態においては、報知制御部２２を構成する第二モニタ部２５が、少
なくとも内視鏡スコープ１１の上下各アングル方向に対応する二つの表示出力領域２５ｂ
，２５ｃを有している。さらに詳しくは、第二モニタ部２５は、上述した二つの表示出力
領域２５ｂ，２５ｃに加えて、少なくとも内視鏡スコープ１１の左右各アングル方向に対
応する二つの表示出力領域２５ｄ，２５ｅを有している。したがって、内視鏡スコープ１
１の操作部１１２をアングル操作する際に、上下アングル操作が多用され、特に上アング
ル操作が多用される場合であっても、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅに
おける表示出力結果を参照することで、内視鏡スコープ１１の操作者は、アングル操作に
より生じた挿入部１１１と生体組織との接触を容易かつ確実に認識することができる。
【０１２９】
（ｅ）また、本実施形態においては、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅが
内視鏡スコープ１１での撮像画像を表示出力する表示画面２５ｆ上に配置されている。つ
まり、第二モニタ部２５の表示画面２５ｆによる表示出力機能を利用して各表示出力領域
２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅが構成される。したがって、ソフトウエア処理によって
各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅを構成することが可能となり、表示画面
２５ｆとは別にＬＥＤパネル等の表示出力機能を用意する必要がないので、システム構成
の簡素化が図れるとともに、第二モニタ部２５として既存のディスプレイ装置をそのまま
利用することも可能となりシステム構成の汎用性等を高めることも可能となる。
【０１３０】
（ｆ）また、本実施形態においては、報知制御部２２が、圧力センサ２１による加圧検知
結果を、その圧力センサ２１が検知した加圧量に応じて、段階的に報知する。このような
段階的な報知を行うことで、内視鏡スコープ１１の操作者は、挿入部１１１に対する加圧
が危険なものであるか否か（すなわち体内組織に損傷を与える強さであるか否か）を直感
的に判別することができる。したがって、内視鏡スコープ１１の操作者に対する注意喚起
効果が向上し、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１を体腔内に挿入した際に生体組織に穿
孔等が生じてしまうのをより一層有効に防止することができる。
【０１３１】
（ｇ）また、本実施形態においては、報知制御部２２が、圧力センサ２１による加圧検知
結果についての段階的な報知を、少なくとも三つの段階（好ましくは四つの段階）に区分
けして行う。このように、少なくとも三つの段階に区分けして段階的な報知を行えば、内
視鏡スコープ１１の操作者にとっては、挿入部１１１と生体組織との接触が危険なもので
あるか否かのみならず、どの程度の大きさの加圧であるかを容易かつ確実に認識すること
ができるので、注意喚起効果の更なる向上が期待でき、穿孔等が生じてしまうのを未然に
防止する上で非常に有用なものとなる。
【０１３２】
（ｈ）また、本実施形態においては、圧力センサ２１による加圧検知結果についての段階
的な報知を行うにあたり、各段階をどのように区切るかについて、すなわち各段階を区分
けする加圧量の幅について、具体的な数値の例を挙げて明確に規定している。つまり、本
実施形態では、具体的にどの程度の加圧量で各段階を区切るかについて適切に設定した例
を明示している。このように、本実施形態によれば、各段階のステップ幅が適切に設定さ
れているので、注意喚起効果の実効性が得られるようになる。このことは、複数人の医師
による有用性の検証結果において、挿入時の最大押圧力および挿入時間のいずれも減少し
ていることからも明らかである。
【０１３３】
（ｊ）また、本実施形態で説明したように、各段階を区分けする加圧量の幅（ステップ幅
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）が当該各段階のそれぞれで個別に設定されている場合には、各段階のステップ幅を均等
（線形設定）にしたり、または不均等（非線形設定）にしたりすることができ、システム
構成の柔軟性や汎用性等を高めることができる。
【０１３４】
（７）変形例等
　以上に、本発明の実施形態について具体例を挙げて説明したが、本発明の技術的範囲は
、上述した実施形態の内容に限定されるものではなく、発明の構成要件やその組み合わせ
によって得られる特定の効果を導き出せる範囲において、種々の変更や改良を加えた形態
も含む。
【０１３５】
（圧力感応部）
　例えば、上述した実施形態では、圧力センサ２１の感圧部材２１２を構成する弾性体が
感圧式導電性ゴムからなり、その感圧部材２１２における電気抵抗の変化を利用して圧力
センサ２１が加圧検知を行う場合を例に挙げたが、本発明がこれに限定されることはない
。つまり、圧力センサ２１は、圧力を受けることで生じた変形量に応じて電気的特性が変
化するように構成されており、その電気的特性の変化を利用して加圧検知を行うものであ
ればよい。ここでいう「電気的特性」が変化する圧力センサには、上述した実施形態で説
明した電気抵抗が変化するものの他に、例えば、静電容量式の圧力センサや、圧力の大き
さに応じた電圧を発生させる圧電素子等が含まれる。
　また、感圧部材２１２を含む積層体についても、上述した実施形態では、チューブ状の
感圧部材２１２によって第一電極２１１が被覆されるように構成される場合を例に挙げた
が、本発明がこれに限定されることはなく、単に第一電極２１１と第二電極２１３との間
に感圧部材２１２が介在しているだけのものであってもよい。少なくとも第一電極２１１
と感圧部材２１２と第二電極２１３とが順に積層された積層体を備えていれば、圧力セン
サ２１が加圧検知を行うことが可能だからである。
　さらに、積層体を構成する第二電極２１３についても、必ずしも異方導電性布２１３ａ
によって形成されたものである必要はなく、第一電極２１１と交差する方向に延びるもの
であれば、例えば導電性金属線材からなる線状電極を並べて構成されたものであってもよ
い。
【０１３６】
（センサ装着箇所）
　また、上述した実施形態では、圧力センサ２１の一具体例として、内視鏡スコープ１１
の挿入部１１１の先端部１１１ａの外周を囲うように装着されるものを例に挙げている。
先端部１１１ａの外周へのセンサ装着を行う場合には、上述した実施形態で説明したよう
に、被検出箇所に装着される装着部分２１ａを環状に形成することが好ましい。
　ただし、圧力センサ２１は、内視鏡スコープ１１の挿入部１１１における湾曲部１１１
ｂや軟性部１１１ｃ等の外周に装着されていてもよい。湾曲部１１１ｂや軟性部１１１ｃ
等についても、体内組織との接触が生じ得るからである。
　また、圧力センサ２１は、挿入部１１１の外周ではなく、挿入部１１１の管内に包含さ
れるように装着されるものであってもよい。挿入部１１１の管内に包含されていても、挿
入部１１１の外皮が柔軟性を有していれば、その挿入部１１１への外部からの加圧を検知
し得るからである。なお、その場合、圧力センサ２１の装着部分２１ａは、必ずしも環状
に形成されている必要はなく、例えば平面状に形成されていてもよい。
【０１３７】
（表示出力パターン）
　また、上述した実施形態では、加圧量に応じた段階的な報知処理動作を行う場合に、第
二モニタ部２５において、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅの表示色を段
階１であれば「青」、段階２であれば「緑」、段階３であれば「黄」、段階４であれば「
赤」といった具合に、順次可変させることを例に挙げている。
　ただし、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅでの表示出力内容は、上述し
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たような色表示の可変に限定されるものではなく、例えば点灯／点滅等の表示表示出力パ
ターンを切り替えるものであってもよいし、これと色表示の可変とを組み合わせたもので
あってもよい。
　また、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅ自体についても、上述した実施
形態で説明したように第二モニタ部２５の表示画面２５ｆによる表示出力機能を利用して
構成されたものに限定されることはなく、例えば表示画面２５ｆに付設されたＬＥＤパネ
ル等の表示出力装置によって構成されるものであってもよい。
【０１３８】
（方向性に関する撮像画像との関連付け）
　また、上述した実施形態では、第二モニタ部２５において、画像領域２５ａの周囲に配
された四つの表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅにより、内視鏡スコープ１１
での撮像画像と関連付けて、圧力センサ２１による加圧検知結果を表示出力する場合を例
に挙げている。つまり、画像領域２５ａに対する各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ
，２５ｅの配置を利用し、圧力センサ２１による加圧検知があったら、その加圧があった
方向に対応する表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５ｅの表示を可変させている。
　ただし、加圧状態の方向性に関して、撮像画像との関連付けは、他の態様によるもので
あっても構わない。具体的には、例えば、各表示出力領域２５ｂ，２５ｃ，２５ｄ，２５
ｅでの表示可変に代えて、または当該表示可変と合わせて、圧力センサ２１による加圧検
知があったら、画像領域２５ａの周囲に、または画像領域２５ａにおける表示画像に重ね
て、その加圧の方向と大きさがわかるような「矢印画像」を表示するようにしてもよい。
【０１３９】
（ステップ幅を規定する加圧量）
　また、上述した実施形態では、段階的な報知を行う際の各段階のステップ幅を規定する
加圧量について、その具体的な値が単位Ｎまたは単位ｋｇｆで表される力の大きさである
場合を例に挙げている。
　ただし、各段階のステップ幅を規定する加圧量は、必ずしも力の大きさの値には限られ
ず、単位Ｐａまたは単位Ｎ／ｍ2で表される単位面積当たりの圧力値であってもよい。ま
た、その他にも、時間の概念を加味した累積値（時間積分値）を用いることが考えられる
。その場合には、例えば、ある大きさの力が予め規定された許容時間以上作用すると、該
当する段階のランクが変わる、といったものになる。
【符号の説明】
【０１４０】
　１…内視鏡システム、２…内視鏡用センサシステム、１１…内視鏡スコープ、２１…圧
力センサ、２１ａ…環状部分（環状の装着部分）、２１ｂ…信号線、２２…報知制御部、
２４…制御ボックス部、２４ａ…信号処理手段、２４ｂ…データ記憶手段、２４ｃ…態様
決定手段、２４ｄ…画像処理手段、２５…第二モニタ部、２５ａ…画像領域、２５ｂ，２
５ｃ，２５ｄ，２５ｅ…表示出力領域、２５ｆ…表示画面、１１１…挿入部、１１２…操
作部、２１１…第一電極、２１２…感圧部材、２１３…第二電極、２１３ａ…異方導電性
布、２１４…フィルム部材、２１５…感圧領域、２１６…非感圧領域
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